
内閣本府

平成２７年度 平成２８年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

0036-
01

32,500 32,500 32,078 事業内容の一部改善

多様な研究テーマに即した柔軟な制度運用が
求められる反面、本事業が「投資」であるこ
とを充分認識し、グローバルな評価の視点を
持つこと、厳しく工程管理を行うことをルー
ル化して事業を推進していくべきである。

32,500 32,500 - - 執行等改善

本事業は社会実装を強く意識した研究開発プロジェクトであ
ることから、投入資金に対するアウトカム等の経済効果につ
いて厳しく精査し、課題の評価及び今後の予算配分に反映し
てまいりたい。現状ガバニングボードの有識者議員のうち３
名は民間の企業経営者またはその経験者であり、「投資」と
いう側面を意識できる体制になっているとの認識ではある
が、今後さらに評価者に会計、投資の専門性を有する者を加
える方向で検討を行っている。また、世界の研究開発動向を
的確に把握し、各プロジェクト分野での位置づけを明確にし
た上で、予算配分による研究レベルの底上げを図り、国際競
争力の向上に努めてまいりたい。
研究開発進捗状況については、これまでも厳しく工程管理を
してきたところであるが、研究開発状況の精査及び工程管理
について、研究者自身及びガバニングボードによる点検など
多層化することにより、より一層厳しく管理するよう努めて
いるところである。

2,515 - 縮減

交付金の申請元自治体に、重要業績評価指標(KPI)及び定量的
成果目標を設定し、毎年度、効果検証を行い、検証結果及び
参考指標を子ども・子育て本部に報告するとともに、次年度
の取組に反映されるようにPDCAサイクルを確立させるよう求
め、さらに、申請元自治体に、交付金を活用した取組のみな
らず、当該自治体の少子化対策全体のKPI及び定量的成果目標
を合わせて設定し、少なくとも「少子化対策取組集中期間」
（平成27年度～平成31年度）の中間年である平成29年度終了
時点及び最終年度の31年度終了時点に効果検証を行い、検証
結果を子ども・子育て本部に報告するよう求めることとす
る。また、国としてのKPI及び定量的成果目標は、「目標を達
成した申請元自治体の割合80％」とし、効果検証を行い、執
行の改善を行うこととする。本交付金の申請元の自治体に
は、地方創生の新型交付金を活用した少子化対策も合わせて
行う場合は、本交付金による事業と新型交付金による事業
が、重複するところがなく、かつ両者相まって当該自治体の
総合的な少子化対策の推進につながることを、申請時に子ど
も・子育て本部に対して明らかにするよう求めると共に、子
ども・子育て本部と新型交付金を所管する内閣府地方創生推

0115 地域少子化対策強化事業 3,008 6,016 1,919 事業全体の抜本的な改善

地域の特性に合った、持続的な少子化対策を
実施するために、各地方公共団体の既存事業
のＰＤＣＡサイクルを把握した上で、国にお
いても100%補助という点も考慮した上で、定
量的成果目標を設定し、地方創生との連携を
図っていくべきである。

- 2,515 

執行可能額 執行額

0103 148 

公開プロセス結果の平成２８年度予算概算要求への反映状況

事業
番号

平成２６年度
補正後予算額

平成２６年度
差引き

評価結果

反映状況

反映額 反映内容
備　考

公開プロセス

とりまとめコメント（概要）

（単位：百万円）

事　　業　　名

戦略的イノベーション創造プログ
ラム（エネルギー分野、次世代イ
ンフラ分野及び地域資源分野）

女性活躍促進に向けた取組に必要
な経費

127 事業全体の抜本的な改善

事業目的・目標が不明確であることから、各
自治体における問題点を客観的に把握した上
で、事業目的を明確に再構成するとともに、
具体的な成果目標を設定して進めるべきであ
る。

421 23 323 301 - 執行等改善

　「管理的職業従事者に占める女性割合が低い」、「男性に
比べて女性の有業率が低い」などの全国共通の課題がある一
方、それぞれの地域によって、いくつかの課題が複合的に現
れたり、課題を解決するために活用できる資源が違うなど、
地方公共団体が抱えている課題やその解決方法は異なる。
　「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（以
下「女性活躍推進法」という。）は、女性の職業生活におけ
る活躍を迅速かつ重点的に推進し、もって豊かで活力ある社
会を実現するため制定されたものであるが、上記の課題を解
決し、女性の活躍を我が国全体として効果的に進めていくた
めには、地方公共団体が果たす役割は大きい。
　公開プロセスでの指摘を受け、上記を踏まえ、以下のとお
り改善し、事業を実施する。
【地域女性活躍推進交付金】
① 女性活躍推進法に基づく「都道府県推進計画」及び「市町
村推進計画」は、各地方公共団体が、女性の活躍推進に関す
る地域の現状と課題を把握し、優先的に取り組むべき事項を
検討した上で、実効性のある施策を策定するものであること
から、地方公共団体が推進計画を策定し、女性の活躍推進に
関する施策が確実に実施されることを事業の目的とする。
② 女性活躍推進法に基づく推進計画の策定率や協議会の設置
率を事業の成果目標とする（例：平成30年度までに都道府県
において100%）。
③ 各地方公共団体が提出する事業計画書については、各地域
における現状と課題を明記するよう様式の見直しを行い、審
査の基準についても、各地方公共団体が問題点を把握した上
で、その解決に資する事業を提案しているかを審査基準に追
加する。
【地域における女性活躍推進モデル事業】
① 育児・介護等の経験を活かした地域活動への参画やコミュ
ニティビジネス・ＮＰＯ等の立ち上げ等における女性活躍促
進の先進的な事業を対象とする。
② 個々の採択事業において設定した定量的な目標の達成度
を、事業全体の成果指標とする。
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事業
番号

平成２６年度
補正後予算額
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差引き
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反映状況

反映額 反映内容
備　考

公開プロセス

とりまとめコメント（概要）

（単位：百万円）

事　　業　　名

0140 - 86,771 86,550 事業全体の抜本的な改善

補正予算という制約はあったものの、地方公
共団体で優先順位の高い、経済効果の高い事
業に活用されるためにも、効果測定のための
適切な指標を考えるべき。

- - - - 
予定通り終

了

今後同種の地域活性化交付金による事業を実施する際には、
外部有識者の所見を踏まえ、地方公共団体において優先順
位、経済効果の高い事業に活用されるよう指標の設定を検討
する。

35,929 125,435 120,674 32,523 35,338 2,816 - 

ども 子育て本部と新型交付金を所管する内閣府地方創生推
進室との間で情報共有及び施策間の連携を図ることとする。

合　　　　　計

地域活性化・効果実感臨時交付金
に必要な経費
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